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1961年3月 29日、イギリス下院で、マーフ・ル交通相は、 「イギリス主要港湾が

どの程度、現在ならびK将来の国家的要請V[ζたえるK充分でるるかどうかを検討

し、改善されるべきものあればぞの改善の方法を発見また勧告を行うJ調査委員会

を設けると発表した。その後直ちKロツチデール郷を委員長とする委員会が作られ、

報告書が出来るまで正式な会合を 34回、ロンド ンで行円、実際の港湾祝祭V(18日を

貸やした。調査の初期Kるたっては、資料を集めるため‘主要港の担当者を招待し

たり、また、 との調査K興味を持つ個人団体と会って、 豊富な資料を集めるととK

成功すると共に調査目的 V[役立つ、文献の解説分析を行った。次v、で、実際κ主

要港湾のみならず、地方港湾Kもでかけて視察調査し、併せて、ヨーロツパの主要耳

港湾でるるアントワープ; ロッテルダム、ハンフ'ルグを視察、それら各港湾の当事

者と情報意見の交換を行った。一方、港湾の財政商での調査K対しては、専門の会

計事務所を費財土専任して、その助言を受けて寓全を期した。関係官庁がるらゆる援

助、資料の提供を惜まなかったのは言うまでもな円。

とのよう K して、約一年半Kわたり広範かつ綿密な調笠を行~. 1962年 7月初

日K報告書の作成を完了、 9月末日K一般K発表した。同報告書は、全文 264頁、

9編 44主主からなるほう大なものであるが、ロツチデール委員長をは じめと?る各委

員は、『日常の港湾業務行政の細目Kつ円て論議すれば、報告脅の作成発表が遅れ

われわれが緊急、を要すると見て円る行動の開始を返らせるととKなるので、むしろ

広範囲Kわたる全般的政策Kつ円て、勧告すゐととを中心vc筒円て円る。

とれまで戦前戦後を通じて、港湾V[焦点を皆き、調査研究がなされた事は、イギ

リス Vl;t，~~て数多〈有り 、 その主なものを挙げて見る と次のようなものがるる。

第二次大戦前Kは、 リヴアプールならびκロンドン浴の紛争問題K助言を与える

ため、1853年及び 1902年K任命された RoyaI Commission 

1924年ならびV(1929年K二度報告書を発表した Chamber of Ship-

pir留 任命のイギリス港湾設備調査委員会、更爪 1930年Kぞの最終報告書の一

主主をさwて港湾問題を論じた RoyaI Co~ission on Transportか

るる。第二次大戦后は、港湾一般K関するものとして、 19岳8年の海運の構造変化

Vて関ナる報告書、 1950年の機械化の増大に関-jる報告書などが労働組合側から発
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表され、 Port Efficiency Committeeは 1952年K二度、 1956弔て

一度、計三度の報告書を発表した。港湾の特定分野K関するものとしては‘ 1945年

のClyde Estuary~関ナるクーパ一委員会報告害、 1951年のBritish

Transpor t Comm'i ss i on の'菅理港湾K関する報告書な どがるる。猶また

労働関係のものとしては、 1920年のショウ委員会を忘れてはならぬが、港湾労働の

困難K対する分析を行ったものとしてレゲツト ・デヴイリン委員会報告書がるり、

ど〈最近では、港湾労働機構の効果K関する調査を行ったホースター郷の研究があ

る。.tJ._上述べた委員会ならびに報告警は、港湾K関する研究調査分析の過程tてな

円て、重要な資料でるるが、ロツチデール報告書のよう K、イギリス主要港湾全搬

vcわたれしかも、詳細かつ綿密で、完全な報告書は今迄見られな円ものでるった。

ぞれ故、港湾関係者、関係各方面ならびK、イギリス以外の港湾関係者Kとって、

今後、イギリスは勿論のとと、諸外国の港湾調査の指針となり、基礎となるととは

間違加な円。イギリス政府ならびK港湾関係者が、明治，~て、ロツチデール委員会の

成果を重要視したかは、 ζの調査費用として約8，9∞ポンK邦貨Kして 890寓円が

支出されてwる点からも理解出来る。

ロツチデール報告書は、前述したよう K、全文264頁、 9縞 姐 主主からなって日

る。

第一編では、イギリス主婆港湾の取扱円貨物量ならびにそれが港湾が‘国家の

現在ならびK将来の嬰請UてとたえるK充分なものであるかどうかを、概略的(rC観察

してwる。主要港湾と しては、イ ギリスK三百以上ある港湾の中から、(1)外国貿易

K関係のるる、 ドライ・カーコ・ーがイギリスKとってどれだけ重要性を持っか、 (2)委員

会の目的K対して‘どれだけ有効な資料を提供して〈れるかKよって、15港湾を選

んでwる。すなわち、ロンドン、サザンプトン、プリストノk ニユウポ一人 力一

デフ、 スオーンジイ 一、 リヴアプール，"""'Tンチェスター、 グラスゴ一、 グレンジマウ

ス、 リーヘ ニユウカ ースル、アポン、 タイン、 ミドルスパラ. ハノ1.-， イミンガム

の 15港湾でるる。第二編から第六編までは、港湾産業の五つの基本的問題vcつ円て

述べて円る。第二編は、管理、組徐及び経営、第三編は財政問題、第四編、入港通

路、港湾地域(Working space) と地域開発言十刷、第五編、工場ならびK設

備、第六線、労働問題の五つの基本問題でるる。第七編では、重要港湾取扱w貨物

の円〈っかを選んで、海運の将来の方向を貨物取扱v、量の時代的変化から占うと共

(r[、イギリス港湾の現状、将来の開発の必要点などKついて論 じてwる。第八編は、

港湾を倒別的Uてとりるげて論及して円る。 第九編は、委員会の主要注結論 と勧告を
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要約して円る。ロツチデール報告書は、以上のような構成を待つてなり立って円る

のであるが、報告書の中K常K考慮が払われて円るひとつの問題がるるようでるる。

言wかえれば、ロツチデール郷ならびK各委員はひとつの信念と確心を待って、調

査を進め、報告書を作成してwる。との点では‘調王立の弾力性K欠けてW るのでは

な引かと云う疑問も生ずるが、しかし、ほう大な資料を集め、関係者多数の意見を

間約て撰択し、最後κ実地見学も充分K行ってとの信念と確信を得たととは、種々

の統計資料の倣w方、その利用した資料文献の非常K広範囲Kわたるとと、更K、

意見を開v、た関係機関、団体の数(同報告書の末尾K列挙されてwる)の大きさか

ら見て杷憂Kしか過ぎなwょう K忠われる。

委員会が、主要港湾を調査してwる途中lI[I>'V>て抱き、遂K、最終的K信念とな

ったものは、『イギリス港湾を改善し、発展させる手段として、一度|浪りの単純な

近道はなし全関係機関の絶え間なき努力Kよってのみ達成されるもので、しかも

とれらの努力はるる中央機関のもとK統一的K行われるべきであると確'信してwる。

つまり、現状では、資源を厳大限K利用し、一定期間内Vてその成果を期待するため

Kは、ある穏の国家的言H射の樹立がよび統ーの方法がとられるべきでるる。 過去、イ

ギリス港湾は、その時々の要請K辛うじて見合う程度の断片的な発肢を示してきた

が、近年急激な変化を見せてv、る貿易や海選需要を満たすKは、全〈不十分なもの

でさうる。イギリス港湾が多〈の関連産業から喜要求されている港湾業務の高標準化K

は、単なる現主櫛設の改善だけでは足らず、ある種の根本的な対策を必要とナるJ
とwうものでるった。その具体的な策として、『イギリス港湾の総合的発展をはか

るためK、資本投資のコントロール、港湾諸経費K対する監督、港湾合同の言li白人

全般的な港湾、の効果、 効率の向上などを実施出来る法的権限を持った経営

主体としてでな〈獄督機関の性絡を持つ NationaIPort Authorityを

設立するべきであるJと主張して円る。

ロツチデール報告書は、どの編、 どの章を取りあげてみても、興味深〈 、多〈の

示唆を与えて〈れる。しかし、とのほう大友報告書-を完全K伝えるKは、全報告書

を完訳する以外K方法がな円。ととでは、報告書:の中で重姿な点を伝えるだけK止

めよう。

第一編では、先ず委員会の目的と調主主の方向を示し、次v、で、主要港の交通量オて

つwて多〈の統計を示し、 過去、現在及び将来の傾向を調査してwる。貨物取扱w

量の簡で、委員会の選んだ 15主要港湾は、イギリス輸出入貸助のほど70パーセ

ントを取扱円、ロンドンとリヴアプール両港のみで三分のーのドライ・ヵーコL 、
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ロンドンだけで全体の 20パーセントを取扱って円る。旅存運送の面では、ロンド

ン、サザンプトンならびK リヴアプール三港以外の主要港湾ではそれ程重要ではな

明。 しかし‘1938年以来、港湾交通量のパターンK大きな変化が生じて円る。第-

K工業立地、工業地区の中心の変化移転、第二K石油貨物の急激な増加、第三はイ

ギリス輸出入貿易の性格の変化、第四はEEC諸国との貿易拡大が予測されるEE

C加盟Kよって吏K拡大するなどの諸原因Kよって、バターンの変化が生じたと見

て円ゐ。更vc、とれらの諸原因K加えて、船舶の船裂の大型化、航空輸送の払大な

どが、大 きな影響をパタ ーンの変化K強〈与えて来て円るととを指摘してwる。殊

K航空輸送の拡大は、旅客運送量の増加だけでな〈 、比較的高価な商品である一般

旅貨の依存度まで矯大して来る。また、港湾諸経貨は、将来、従価ベースで決定さ

れる傾向Kるるので、港湾財政~CI>-ける影響は、扱v、貨物の重量と容積K比例しな

いよう Kなると予測して判る。しかし、イギリス港湾の現状は、全般的Kその犬半

がすたれかLつてなり、取扱w貨物の質のみならず、サーヴイスの質の函で、国家

の要請K応じるK充分でるるためKは、現在の港湾の設備を使ってもるる程度、効

率と生産性をるげるととは出来るが、 とれは、今後二三年の要求Uてとたえる最も実

際的かっ安易な方法であフて、 とれのみで近代的港湾として要求される条件を完全

Uてみたすととは難ししと<vc長期的観点から根本的かつ大規模な改善が要求され

る。特K石油ゃ鉱石運送K袈E択される特殊港を除wては、現在の主要港を重点的

K改善発展させ、その際水深の深v、大型船主車頭を建設しなければならないとしてw

る。

第二編の管理、組織及び経営では、先づ港湾機能Kつれてー調査し、その責任所在

が複雑な点を、ひとつひとつ実例をさうげて指摘し次のようK勧告してwる。 (1繕

庁、監督機関ならびκ水先案内機能は、実践的だと忠われるときはwつでも、単一

のオーソ リテイの中K結合されるべきでるる。 (2)港庁は、 トランシツ卜 ・シエド

建設費用を支払う意図を持ち、 クレーンや他の必要設備を提供する意志を有する船

主または倉庫荷役業者K一般貨物パースを賃貸ずるととを考慮、ナるべきでるる。若

し、賃貸を許すためK必要なら、法律を変えるべきでるる。 (3地庁は大量貨物を

輸入し、重量貨物を輸出する諸産業を魅するためvc、あらゆる機会を掴み、港湾資

産の長期賃貸曳約K興味を持ち、ピルデイーング、工場左らびK機械の投資Kも興

味を持つべきである。 (4)一般的K見て、港湾K必ける荷役は、大規模の港湾関係

企業主の小数Kよって行われるべきであり、その際港庁は必ず、その一人でなけれ

ばならな円。とれを可能UてするためK、法律を変えるべきでるゐ。 (5)港庁は、港
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湾経営K関する総ての団体と、引かtて'if，'接な関係を保ち連絡するかKついて考慮

を払うべきである。 第二K港湾管理の点では、 boa r d ， t r u s t ， a u t h 0 r i ty 

もし〈は Commission と色々な名称で呼ばれる自治体Kよって管理される

か、または経営される港湾と、 BritishTransport CommissionR 

よって公的K砂清または運営される British Transport Dockのこ

っκ大きくイギリスの港湾は分けられるとして‘それぞれを考察し、次のよう K

結論してW る。 (1)個々の場合笑践的でさうれば、主要港湾の私法律(Private

Pcts ) の一般改正をするべきでるる。 その際、特K、港庁の活動、財政協定、

ならびR BO'a吋の定員、代表刺益団体の範囲、年令の制限、給与、就任期限な

どK関する規定K中心を糧〈べきでるる。 (2)新しv> British Trans-

port Docks Board は、その港湾が普通財政面で目立し、 若し目立出来

なければ、その港湾を維持するはっきりとした理由がな円|虫 丸港湾を閉鎖する

べきであるとwうととを心K止めるべきである。 (3)新しv>Br i t i sh Trans-

Port Docks Boardが発表する会計報告は、個々の港湾の完全な財政

状況を別個に示すべきでさうる。 刷新しv> British Transport Docks 

Boardは、港湾の利用者利益団体K対して考慮ナる方法Kつ円て;再検討するべ

きでるる。

ととで注目を払う点は、港湾関係企業主の数を結イ、する ととでるるO 大巾な縮

小が行われるととによって、最も望まし円労働者の常備制を経済的K達成すると

とも、また最も能率的な労働管理方法を達成するととも可能となるからでるる。

第三κ港湾の合併問題Kつ円て述べ、過去から現在まで払われた合併の努力を再

検討し、合併の長所欠点を考察すると共に委員会としての給冷を出してwる。

統W て、 港湾経営の簡では、組絵的な改良はさるととながら、秀れた人材がイ出産

業K逃れまた新しv、有能な人材を得るのK、港湾は魅力Uてかけているので、給料

、昇進、その他の労働条件将来の見透しを明る〈ナるととによって人材を出来る

だけ集めなければならなwと強〈主張 してwる。

ロツチデール委員会は以上の諸点をすゐ どく観察批判しながら彼等の目的とす

る Natjonal Port Authorjty の必要性を主張する。すなわち、「

イギリス港湾業務は全〈中央計i由i~[欠けて沿払とれがイギリス港湾言 1'{lt!iの基礎

的な欠陥となってwるととK気づV>iセ。 したがって、イギリス港湾の総合的な発

展をはかるため‘官、公、私有、大小などの区別なし全港湾K管轄権を持つ政

王型機関としての National port Authority の必要性が痛感される。
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同オーソリティーの目的は、将来』て沿けるイギリス港湾の発展kてつwて計闘すると

とUてるる。とれには資本投資b よび各種:チャージK対ずる統制、港湾合同の計i白人

統計b よび経済情報センターの設筒、各種研究の促進、港湾施設の利用促進などが

含まれる。

しかし、最初の数年は、特 K、外国貿易貨物を扱う主要港の改善K集中すべきで

るる。との National port Authority のメンパーは交通大臣Kよっ

て指名されたノj、委員会K よって構成され、一定期聞の任期をつとめるものとする。

とのオーソリティーの所要資用は、当然港湾企業からの徴集金によって賄わるべき

でるるが、設立当初は、研究資用を除wては、公資金から支出されるのが妥当と考

えるJと National Port Authority の構成、性格、業務左らびK財

政方面まで具体的K述べて、ν、かU亡、ロツチデール委員会が、との National

Port Authority(l[、イギリス港湾将来の夢を託してwるかはっきり知ると

とが出来るのでるる。

第三編は、財政問題でるるが、ととでは、先づ主要港の財政状況Kつwて述べて

仰る。委員会、港湾の経営はるぐまで、商業的な線。て治って行われるべきでるる。

ぞれ故、港湾の開発計随lは、ボート・チャージの引上げか、または、一時的K市中

銀行から融資を受けるととで資金を確保し、政府貸出しはるくまで最終的手段とし

て考えられるべきでるる。ヨーロツパ大陸諸港は、サーヴイスの改善及び、港湾作

業のスピード化はさる事ながら、ポート・チャーシを著しく低率Kして船主の負却

をす〈な〈したので、貿易貨物の誘引K成功、 とれを促進せしめてwるが、イギリ

スの場合.ポート・チャージの引上げはイギリス港湾取扱円貨物をヨーロツパ大陸

の各港K転換させるなぞれがるるとの見方もあるが、イギリス港湾扱い貨物Kはほ

とんど積換えものがなし大半がイギリスを起点として円るので、ポート・チャー

ジの引上げKよってとれら依w貨物を他国K逃すととはな刊との見解をロツチデー

ル委員会は持ってwるo ~(I[、 委員会は、イギリス港湾の諸経費が割高な点を指摘

し、との問題につwて非常K憂慮して円る。ポート・チャージは、イギリスとヨー

ロツバ各港を比較すると、各種船舶なよび貨物を通じ、イギリスの港湾の最 も安円

所で、ヨーロツパ大陸の最底水準vL(らべて平均二倍、高円ととろでは三倍半と円

う高率を示してwるととK気づき、更Uてまた、イギリス園内で、ボート・チャージ

の高低の差が著し〈大きし加えて、イギリス港湾は船舶K対する迅速かつ有効な

サーヴイス、スピーデイな作業能率、労働問題の正常化、明僚かつ簡単な計算方式

なよび書類などK著し〈欠けてwる点を発見した。とれらの諸問題の解決が急務で
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るると考えたロツチデール委員会は、現実的Uては競争的な低ωポート ・チャージの

設定が重要でるるが、港Uてお‘ける能率的かフ信頼性のるるサーヴイスの提供も非常

K重要であるととを忘れてはならな仰と強〈との点を袈望して円る。何故なら荷役

回転率のスピード化は、それだけ船舶の航海数を増し、ひwては、運賃コストをそ

れだけ低〈するととが出来るからでるる。船会社も自ら利用する港湾を対外的K同

ーの競争レベルK背くため、コンフワレンス政策と密接な関係を持つ荷役貨の配分

問題Kつ円て再検討する必要があるとも述べて円ゐ。

イギリスの港湾投資は戦後総言1'1億 5.000寓ポンド、 1.500億しかな〈非常K

少な仰とと K委員会は篤wてwる。そして、港湾の近代化が返れ、老桁化か明らか

Uてなって来てwる点と Uてらみ合せて、港湾投資の必要性を強〈感じてwゐ。しかし、

特殊なケースを除wて、『国家補助を必要とするゲオ拷え甘味v>jと結論し、今後

の資本調達は、あくまで、市中銀行K依存するべきでるるとした。また、凌諜ぞの

他の管理貨を政府が負担するとwう考え方は、ポート・チャージのあり万や港湾の

正常な発達を妨げるものだとの理由から否定した。そして、港湾企業の課税なよび

評価tても特別有利な扱仰をする必妥がな円としてwる。

第四編は出入浴の通路、港湾地域ならひr地方開発計l由i全般の実情を伝えて円る

が、現状把僅K役立つとしても、ぞれ程目新し円ものはな円。第五編の工場ならび

K港湾設備κつれても、機械化、荷役の発達、重畳貨物取扱刊の問題を述べて、興

味るる点が多〈 、世界貿易貨物の著しw戦後の変革を知るととが出来るが、ぞれ程

革新的な意見も見当らな円。唯、淡深、i車営言li到の促進、クレーンの新設、入渠中

の船舶不労コスト、現存施設なよび労働力の生産性向上の方法、新設備十てよる生産

性向上の程度、コ ンテナー ・システムの採用Kよる新たな問題などを専門K調査研

究する機関、港湾業界の設立する Porthrlustry ReBearch ABsociationが一日も

早〈設立されるよう希望してwる。

第六編は港湾労働問題である。イギリスの港湾労働問題は、戦後の労働争議の過程

を眺めればはっきりするが、イギリス港湾のカ・ンとなって円る。港湾労働者のスト

はイギリス港湾サーヴイスのスピード化、能率ならびK信頼性の多くを失わしめた。

ロツチデール委員会は、本編で ζの微妙な問題をとりるげ、労働組合の背景、港湾

労ulV.舟j度 ・構成、労旬j安全制度の確立、港湾労働の直閲してw顧問」噛K古、て、非

常K神経を使円、港湾労働組合を刺激しなwょうK観察調査を行って円る。そして、

港湾労働問題K関しては、労働者の常備制を採用するととが唯一の長期的かつ確実

な問題解決となる。とれを実現するためKは、まず港湾運送業・者の数を縮小し、労
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働の生産性を引上げ、〈わえて機械設備の利用拡大をはからねばならな円。さら K

一歩進んで、もし港湾労働状態を完全K満足出来る状態まで高めようとするなら、

労働者K作業~W"線沿よび作業の快適さを与えるとと K よって達成出来るでるろうと

注意深〈述べてwる。

第七編では港湾取敏い重要貨物を観察して、港湾のそれら貨物K対する適応性:を

述べ、|司時K海運の船舶構造ならびK今後の方向(((つ円て多〈の示唆を与えてwる。

第八縞では、主要港湾のひとつひとつをとりるげて、現状を分析し、将来の発展開

発言|下町Kつwて示唆を与えて判る。

イギリス港湾の取扱v、i:1t要貨物は石油、鉱石、穀物、木材などであるが、全般的

K、世界船腹の大型化、スピード化Kマッチずる港湾の近代化が遅れ、港湾の老朽

化が目立つて来てwる。その上、 船舶の大型化K対して‘水深の深v、大型船 ドック

K不足してtハるので、その開発建造をすみやかK行わなければならな円。(な訟詳

細t'L"?V)ては、拙著雑誌『海運j7月号 EECとイギリス海運を参照されか。)

以上、ロツチデール報告書、すなわちイギリス主要港湾K関する調査委員会報告

書の最も重要な点を中心tどその概要を述べて見た。とtてかくとの報告書を読んで明

る問、私の頭K浮かんだものは日本港湾の現状でるった。日本港湾の現状とイギリ

ス港湾、の現状を比較して見るとき、実K面白w対象的な事実が両国の港湾の間Kあ

るととが発見された。例えば港湾労働者の登録のようκ、既Kイギリスではほとん

ど登録されてwるが、 日本の場合はそうでな円。一方、ロツチデール委員会の勧告

事項を既K日本で実施して効果をあげて円るものが沢山あるととであった。とれら

両国港湾の実務と現状κ、類似性と共U亡、日本がラ喉をつけたもの、イギリス沙洗

進的でるったものなど比較して見て笑κ教えられるととろが多かった。恐らしと

のロツチデール報告替のようK、莫大な費用を費やし、用意高全で完全な報告書は、

今まで類例のな加ものであろう。日本の浴湾経済学は、まだ方法論K訟判てさえ、

種々の考え方がるり、絶対的な方法論の確立は、今後益々努力を尽さなければなら

1.tv) 問l[tlでるると思う。しかし‘港湾経済学の成立K対して、 とのロツチデール報

告書はー守L一句が、意義のるる内容探w報告書であるので、 との報告審を更K分析

研究を進めて行けば、必ずや、港湾経済学成立のひとつの道標となるととは間違w

な円。

ロツチデール報告書は、また、私の第二回目のイギリス留学(1959 - 1963年)

とWJを-t'LしてwただけK、その調査経路がイギリスの新問、雑誌K報告されて、
その跡をたどるととは誠K忠v対多為、ものがある。ぞれで、私自身にとっても、 との

報告書は一生忘れ得ぬものとなるととは間違円な円。




